
 

２００７年４月２７日 
松下電器産業株式会社 

 

１．連 結 業 績 （単位：億円） 

   ２００６年度 ２００５年度 前 年 比 

 売 上 高  ９１,０８２ ８８,９４３
 
    １０２%

国 内  ４６,１６５ ４６,１１４      １００%
 

海 外  ４４,９１７ ４２,８２９      １０５%

 営 業 利 益  ４,５９５ ( 5.0%) ４,１４３ ( 4.7%)     １１１%

 税 引 前 利 益   ４,３９１ ( 4.8%)  ３,７１３ ( 4.2%)     １１８%

 当 期 純 利 益   ２,１７２ ( 2.4%)  １,５４４ ( 1.7%)     １４１%

 

 

基本的１株当たり 
当 期 純 利 益 

 

 
    99 円 50 銭     69 円 48 銭  30 円 02 銭

 

 

希薄化後１株当たり

当 期 純 利 益 
 

 
    99 円 50 銭     69 円 48 銭  30 円 02 銭

(注)１.当社の連結決算は米国会計基準に準拠しております。 

２.連結対象会社数(親会社および連結子会社) 653 社  持分法適用会社数 71 社 

 

２．単 独 業 績 （単位：億円） 

２００６年度 ２００５年度 前 年 比 

 売 上 高  ４７,４６９  ４４,７２６      １０６%

 国 内  ２６,８０１  ２５,６１４     １０５%

 輸 出  ２０,６６８  １９,１１２     １０８%

 営 業 利 益  １,４２０ ( 3.0%) １,２３２ ( 2.8%)   １１５%

 経 常 利 益  １,４１６ ( 3.0%) ２,１６４ ( 4.8%)  ６５%

 当 期 純 利 益  ９８８ ( 2.1%) ２０４ ( 0.5%)    ４８３%

 １株当たり当期純利益  45 円 26 銭  9 円 08 銭  36 円 18 銭

 
潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

 

 
45 円 26 銭  9 円 08 銭  36 円 18 銭

 

                       ［お問い合わせ先］財務・ＩＲグループ  TEL 06-6908-1121 

連 結 及 び 単 独 決 算 概 要 
２００６年度（第１００期）



松下電器産業【連結】 

           連 結 商 品 部 門 別 売 上 高 

（単位：億円） 

部    門 
２００６年度 

（構 成 比） 
２００５年度 

（構 成 比） 前年比 

 映 像 ・ 音 響 機 器  
      １６,７０３ 

        （１８％） 

      １５,７６５ 

        （１７％） 

        ％

  １０６ 

 情 報 ・ 通 信 機 器  
      ２０,７９１ 

        （２３％） 

      ２１,１１８ 

        （２４％） 

 

   ９８ 

 ＡＶＣネットワーク  
      ３７,４９４ 

        （４１％） 

      ３６,８８３ 

        （４１％） 

 

  １０２ 

 ア プ ラ イ ア ン ス  
      １２,２７４ 

        （１４％） 

      １１,８３１ 

        （１３％） 

 

  １０４ 

 デ バ イ ス  
      １１,２６９ 

        （１２％） 

      １０,８６６ 

        （１２％） 

 

  １０４ 

 電 工 ・パナホーム  
      １６,９８１ 

        （１９％） 

      １５,７０８ 

        （１８％） 

 

  １０８ 

 日 本 ビ ク タ ー  
       ６,３８６ 

        （ ７％） 

       ６,９９０ 

        （ ８％） 

 

   ９１ 

 そ の 他  
       ６,６７８ 

        （ ７％） 

       ６,６６５ 

        （ ８％） 

 

  １００ 

 合 計  
      ９１,０８２ 

      （１００％） 

      ８８,９４３ 

      （１００％） 

 

  １０２ 

国 内 売 上 高  
      ４６,１６５ 

        （５１％）

      ４６,１１４ 

      （５２％） 

 

  １００
内 

 

訳 海 外 売 上 高  
      ４４,９１７ 

        （４９％） 

      ４２,８２９ 

        （４８％） 

 

  １０５ 

（地域別海外売上高内訳） 

 米 州  
     １３,８１１ 

       （１５％）

    １３,８７４ 

     （１６％） 

        ％

  １００

 欧 州  
     １２,１８０ 

       （１３％） 

    １１,１３６ 

       （１２％） 

 

  １０９ 

 ア ジ ア ・ 中 国 他  
     １８,９２６ 

       （２１％） 

     １７,８１９ 

       （２０％） 

 

  １０６ 

 合 計  
     ４４,９１７ 

       （４９％） 

     ４２,８２９ 

       （４８％） 

 

  １０５ 

（2006 年度 国内・海外売上高内訳） 

 国 内 売 上 高 前年比 海 外 売 上 高 前年比 

 映 像 ・ 音 響 機 器  ４,６５９ ９８ ％ １２,０４４ １０９ ％

 情 報 ・ 通 信 機 器   １０,３３２ ９８   １０,４５９ ９９  

 ＡＶＣネットワーク   １４,９９１ ９８   ２２,５０３ １０４  

 ア プ ラ イ ア ン ス   ６,８６０ １０１   ５,４１４ １０８  

 デ バ イ ス   ３,９４６ ９７   ７,３２３ １０８  

 電 工 ・パナホーム   １４,３４３ １０６   ２,６３８ １２０  

 日 本 ビ ク タ ー   １,８０７ ８９   ４,５７９ ９３  

 そ の 他   ４,２１８ ９６   ２,４６０ １０８  

 合 計   ４６,１６５ １００   ４４,９１７ １０５  

 



松下電器産業【連結】 

連  結  損  益  計  算  書 

                                                                                       （単位：百万円） 

項    目 

２００６年度 

2006年4月 1 日から 

2007年3月31日まで 

２００５年度 

2005年4月 1 日から 

2006年3月31日まで 
前年比 

   ％ ％ ％

 売 上 高 9,108,170 100.0 8,894,329 100.0 102 

 売 上 原 価 6,394,418 70.2 6,155,297 69.2  

 販売費及び一般管理費  2,254,211 24.8 2,324,759 26.1  

 営 業 利 益  459,541  5.0 414,273  4.7 111 

      
 営業外損益(△は損失) △ 20,397 △ 0.2 △ 42,961 △ 0.5  

 （ 受 取 利 息 ） （ 30,553） （ 0.3）（ 28,216） （ 0.3）  

 （ 受 取 配 当 金 ） （ 7,597） （ 0.1）（ 6,567） （ 0.1）  

 （ 支 払 利 息 ） （△ 20,906） （ △ 0.2）（ △ 21,686） （ △ 0.3）  

 （早期退職一時金） （△ 14,198） （ △ 0.1）（ △ 37,019） （ △ 0.4）  

 （ そ の 他 ） （△ 23,443） （ △ 0.3）（ △ 19,039） （ △ 0.2）  

 税 引 前 利 益

 

  439,144  4.8 371,312 4.2 118 

      
 法 人 税 等  191,863 2.1    167,089  1.9  

 少 数 株 主 利 益

(△は損失)

 31,131 0.3  △    987 △ 0.0  

 

    

持分法による投資利益

(△は損失)

 1,035 0.0 △ 50,800 △ 0.6  

  当 期 純 利 益 217,185  2.4  154,410  1.7 141 

 

 

 

 

(注) １.営業外損益の「早期退職一時金」は、国内・海外グループ会社の早期退職に伴う費用です。 

 ２.減価償却実施額(有形)          280,177 百万円  275,213 百万円  

 ３.設備投資の実施額          418,334 百万円 345,819 百万円 

 ４.研 究 開 発 費          578,087 百万円 564,781 百万円 

 ５.従 業 員 数          328,645   人  334,402  人 

 



松下電器産業【連結】 

 

セ グ メ ン ト 情 報 

１.事業の種類別 (単位：億円)

２００６年度 ２００５年度 
 
売上高 前年比 営業利益 利益率 前年比 売上高 営業利益 利益率

ＡＶＣネットワーク 40,472 
 
102 2,196 5.4 115 39,861  1,909 4.8

アプライアンス 13,034  105 835 6.4 108 12,412  772 6.2

デ バ イ ス 13,777  101  999 7.2 123 13,683   811 5.9

電工・パナホーム 18,587  106  789 4.2 109 17,472   727 4.2

日本ビクター 6,466  92 △   57 △0.9 - 7,031  △   58 △0.8

そ の 他 14,840  113 605 4.1 97 13,153  622 4.7

計 107,176  103 5,367 5.0 112 103,612  4,783 4.6

消去又は全社 △16,094  - △  772 - - △14,669  △  640 -

連 結 決 算 91,082  102 4,595 5.0 111 88,943  4,143 4.7

 
(注) １. 事業区分の方法 

 当社の事業を、内部経営管理と同期化させた事業ドメイン会社毎のグローバル連結ベースに区分してい
ます。 

２. 区分の主な構成 

 ○ AVCネットワーク: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ社 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 

 ○ アプライアンス: ﾎｰﾑｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾍﾙｽｹｱ社･照明社･松下ｴｺｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 

 ○ デ バ イ ス: 半導体社･松下電池工業㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱･ﾓｰﾀ社 

 ○ 電工・パナホーム: 松下電工㈱･ﾊﾟﾅﾎｰﾑ㈱ 

 ○ 日 本 ビ ク タ ー: 日本ﾋﾞｸﾀｰ㈱ 

 ○ そ の 他: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱･松下溶接ｼｽﾃﾑ㈱ 

３. 基礎的試験研究費および親会社の本社管理部門に係る費用を配賦不能営業費用とし、「消去又は全

社」の項目に含めて表示しています。 

２.所在地別 (単位：億円)

２００６年度 ２００５年度 
 
売上高 前年比 営業利益 利益率 前年比 売上高 営業利益 利益率

日 本 69,710  101 4,094 5.9 109 68,903  3,741 5.4

米 州 13,573  99 225 1.7 134 13,665  168 1.2

欧 州  12,100  111 139 1.1 308  10,877  45 0.4

アジア･中国他  28,747  106 894 3.1 110  27,164  814 3.0

計 124,130  103 5,352 4.3 112 120,609  4,768 4.0

消去又は全社 △33,048  - △  757 - - △31,666  △  625 -

連 結 決 算 91,082  102 4,595 5.0 111 88,943  4,143 4.7
 

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％



松下電器産業【連結】 

連  結  貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

２００６年度末 ２００５年度末  
 科          目  

（2007年 3月31日現在） （2006年 3月31日現在）  

 
増 減 

         

  流 動 資 産    4,198,849 4,406,553   △ 207,704  

   現金及び現金同等物   1,236,639 1,667,396   △ 430,757  

   定 期 預 金   225,458  11,001    214,457  

   短 期 投 資    93,179  56,753    36,426  

   売 上 債 権   1,141,010 1,146,815   △ 5,805  

   棚 卸 資 産   949,399 915,262    34,137  

   そ の 他   553,164 609,326   △ 56,162  

  投 資    1,206,082 1,100,035    106,047  

  有 形 固 定 資 産    1,642,293 1,632,339    9,954  

  そ の 他 資 産    849,734 825,713    24,021  

 資   産   合   計   7,896,958 7,964,640   △ 67,682  

  流 動 負 債    2,741,867 2,885,068   △ 143,201  

   短 期 借 入 金   223,190 339,845   △ 116,655  

   買 入 債 務   934,977 981,279   △ 46,302  

   そ の 他   1,583,700 1,563,944    19,756  

  社債及び長期借入金    226,780 264,070   △ 37,290  

  そ の 他 固 定 負 債    460,416 526,290   △ 65,874  

  少 数 株 主 持 分    551,154 501,591    49,563  

  資 本 金    258,740 258,740    －  

  資 本 剰 余 金    1,220,967 1,234,289   △ 13,322  

  利 益 準 備 金    88,588 87,526    1,062  

  そ の 他 の 剰 余 金    2,737,024 2,575,890    161,134  

  
その他の包括利益 

（△は損失）累積額 
     107,097 △   26,119    133,216  

  自 己 株 式     △ 495,675  △ 342,705   △ 152,970  

  資 本 合 計              3,916,741 3,787,621    129,120  

 
負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  7,896,958 7,964,640   △ 67,682  

 

（注）1.米国会計基準に従い、連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に 

独立の項目として表示しております。 

2.その他の包括利益（△は損失）累積額の内訳： （単位：百万円） 

  2006 年度末 2005 年度末   増 減 
 (2007 年 3 月 31 日現在) (2006 年 3 月 31 日現在) 

為 替 換 算 調 整 額            △   99,538 △  162,331  62,793 

     有価証券未実現損益                 160,831 145,306       15,525 

デリバティブ未実現損益       862     1,326    △      464 

最小年金負債調整額             － △   10,420     10,420 

年 金 債 務 調 整 額              44,942 －   44,942 



松下電器産業【連結】 

連 結 資 本 勘 定 計 算 書 

（単位：百万円） 

 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

準備金 

その他の 

剰余金 

その他の包括 

利益(△は 

損失)累積額 

自己 

株式 

資本 

合計 

2006 年度 
（2006 年 4月 1日～2007 年 3 月 31 日） 

 

期首残高 258,740 1,234,289 87,526 2,575,890 △26,119 △342,705 3,787,621

自己株式処分差益 96  96

利益準備金繰入額 1,062 △1,062  ―

配当金 △54,989  △54,989

包括利益（損失）  

当期純利益 217,185  217,185

為替換算調整額 62,793 62,793

有価証券未実現損益 15,525 15,525

デリバティブ未実現損益 △464 △464

最小年金負債調整額 10,420 10,420

年金債務調整額 44,942 44,942

包括利益（損失）計  350,401

自己株式増減-純額  △152,970 △152,970

その他 △13,418  △13,418

2006 年度期末残高 258,740 1,220,967 88,588 2,737,024 107,097 △495,675 3,916,741

 
2005 年度 
（2005 年 4 月 1日～2006 年 3 月 31 日） 

 

期首残高 258,740 1,230,701 87,838 2,461,071 △238,377 △255,721 3,544,252

自己株式処分差益 62  62

資本取引等による増加または減少 3,526 △750 △48  2,728

利益準備金繰入額 438 △438  ―

配当金 △39,105  △39,105

包括利益（損失）  

当期純利益 154,410  154,410

為替換算調整額 83,311 83,311

有価証券未実現損益 72,698 72,698

デリバティブ未実現損益 △5,077 △5,077

最小年金負債調整額 61,326 61,326

包括利益（損失）計  366,668

自己株式増減-純額  △86,984 △86,984

2005 年度期末残高 258,740 1,234,289 87,526 2,575,890 △26,119 △342,705 3,787,621

 



 
松下電器産業【連結】 

 

連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書 

 
                                  (単位：百万円)    

項      目 
２００６年度 

2006 年 4 月 1 日から 

2007 年 3 月 31 日まで 

２００５年度 

2005 年 4 月 1 日から 

2006 年 3 月 31 日まで 

Ⅰ営業活動に関するキャッシュ・フロー     
１.当 期 純 利 益                217,185   154,410  
２.営業活動に関するキャッシュ・フローへの調整     
(１)減 価 償 却 費                317,685   309,399  
(２)有 価 証 券 の 売 却 益               △ 40,154  △ 47,449  
(３)少 数 株 主 利 益                 (△ は損失 ) 31,131  △ 987  
(４)売 上 債 権 の 減 少                (△ は増加 ) 50,012  △ 31,042  
(５)棚 卸 資 産 の 減 少               474   36,498  
(６)買 入 債 務 の 減 少                (△ は減少 ) △ 61,630    112,340  
(７)退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 △ 108,559  △ 73,180  
(８)そ の 他               126,413   115,429  

計  532,557   575,418  
Ⅱ投資活動に関するキャッシュ・フロー                
１.短 期 投 資 の 純 増 減                26,505  △ 13,100  
２.投資及び貸付金の売却及び回収               142,074   849,409  
３.投 資 及 び 貸 付 金 の 増 加               △ 290,046  △ 385,865  
４.有 形 固 定 資 産 の 購 入               △ 411,309  △ 356,751  
５.固 定 資 産 の 売 却 182,892   168,631  
６.定 期 預 金 の 増 加                 (△ は増加 ) △ 223,801   141,289  
７.子会社株式の売却に伴う収入及び配当金               40,548   63,083  
８.そ の 他               △ 34,671  △ 59,605  

計 △ 567,808   407,091  
Ⅲ財務活動に関するキャッシュ・フロー       
１.短 期 借 入 金 の 純 増 減               △ 5,826   15,037  
２.従 業 員 預 り 金 の 減 少 △ 13,951  △ 104,835  
３.長 期 債 務 の 純 増 減               △ 183,778  △ 297,590  
４.配 当 金               △ 54,989  △ 39,105  
５.少 数 株 主 へ の 配 当 金               △ 16,285  △ 16,281  
６.自 己 株 式 の 純 増 減               △ 152,874  △ 86,922  
７.そ の 他               -   5,128  

計 △ 427,703  △ 524,568  
Ⅳ為替変動による現金及び現金同等物への影響額 32,197   39,699  
Ⅴ現金及び現金同等物の純増減額                      (△ は減少 ) △ 430,757   497,640  
Ⅵ現金及び現金同等物期首残高                   1,667,396   1,169,756  
Ⅶ現金及び現金同等物期末残高                   1,236,639   1,667,396  
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重要な会計方針 
 
1. 連結財務諸表の作成基準 

当社の連結財務諸表は米国で一般に公正妥当と認められた会計原則（米国会計原則審議会

意見書、米国財務会計基準審議会基準書等）に基づいて作成されています。 

 

2. 棚卸資産の評価基準 

製商品および仕掛品は平均法により、原材料は主として最終仕入原価法により取得原価を

算出し、低価法により評価しています。 

 

3. 有価証券の評価基準 

米国財務会計基準審議会基準書第 115 号「負債証券及び持分証券投資の会計」を適用して

います。 

 

4. 有形固定資産の表示および減価償却の方法 

有形固定資産は取得原価によって表示しており、有形固定資産の減価償却は主として定率

法によっています。 

 

5. リース会計 

米国財務会計基準審議会基準書第 13 号「リース会計」を適用しています。 

 

6. 法人税等 

資産・負債法による税効果会計を適用しており、税率変更による繰延税金資産および負債

への影響は、その税率変更に関する法律の制定日を含む連結会計年度の損益として認識して

います。 

 

7. 退職給付債務 

米国財務会計基準審議会基準書第 87 号「事業主の年金会計」および基準書第 158 号「確

定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計」を適用しています。 

[会計方針の変更] 

2007 年３月 31 日に基準書第 158 号を適用しております。これにより年金制度の積立状況

（退職給付債務と年金資産の公正価値の差額）を連結貸借対照表で認識しており、対応する

調整をその他の包括利益（損失）累積額に計上しております。この調整は、これまで未認識

であった年金数理上の純損失及び過去勤務債務についてであり、従来、基準書第 87 号に従

い、連結貸借対照表上、積立状況と相殺しておりました。なお、この変更による損益への影

響はありません。 

 

8. デリバティブ取引 

米国財務会計基準審議会基準書第 133 号「金融派生商品（デリバティブ）及びヘッジに関

する会計処理」を適用しています。 
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連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 
 連結子会社数   652 社   （新規）53 社  （除外）38 社 

持分法適用会社数 71 社   （新規） 7 社  （除外） 3 社 

※連結子会社の除外には、特定子会社であった MT 映像ディスプレイ アメリカ(ニューヨー

ク)㈱を含んでいます。 

 
注記 
 
1. 2006 年度および 2005 年度の包括利益はそれぞれ 350,401 百万円、366,668 百万円とな

ります。包括利益には当期純利益に加えて、為替換算調整額、有価証券未実現損益、デ

リバティブ未実現損益、最小年金負債調整額および年金債務調整額の増減額がそれぞれ含

まれております。 

 

2. １株当たり情報 
 ２００６年度 

2006 年 4 月 1 日から 

2007 年 3 月 31 日まで 

２００５年度 

2005 年 4 月 1 日から 

2006 年 3 月 31 日まで 

当期純利益   （単位：百万円） 217,185 154,410

平均発行済株式数（単位：株式数） 2,182,791,138 2,222,376,333

希薄化効果   

ストックオプション 13,858 11,909

希薄化後発行済株式数 2,182,804,996 2,222,388,242

1 株当たり当期純利益（単位：円）   

基本的 99.50 69.48

希薄化後 99.50 69.48

 

3. 当社は、住友信託銀行㈱との間で締結した松下リース・クレジット㈱に関する資本・業

務提携契約書に基づき、2005 年 4 月 1 日付で、当社が保有する松下リース・クレジッ

ト㈱株式の 2,707 千株を 27,756 百万円で住友信託銀行㈱へ譲渡し、10,313 百万円の売

却益を計上しました。その結果、当社の松下リース・クレジット㈱の発行済株式に対す

る所有割合は 34％となり、松下リース・クレジット㈱（2005 年 5 月 1 日付で住信・松

下フィナンシャルサービス㈱に社名変更）は、2005 年 4 月 1 日をもって、当社の連結

子会社から持分法適用関連会社となりました。 
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4. 開示を省略する項目 

下記項目につきましては有価証券報告書（平成 18 年 6 月 29 日提出）における記載から

重要な変更がないため、開示を省略します。 

○企業集団等の状況 

 ・企業集団等の概況 

 ・事業の系統図 

 ・主要な子会社 

 

下記項目につきましては決算短信における開示を省略します。 

○連結財務諸表に関する注記事項 

 ・リース取引 

 ・関連当事者との取引 

 ・税効果会計 

 ・有価証券 

 ・デリバティブ取引 

 ・退職給付 

 ・ストックオプション等 

 ・企業結合等 
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損  益  計  算  書 

（単位：百万円） 

項    目 

２００６年度 

2006年4月 1 日から 
2007年3月31日まで 

２００５年度 

2005年4月 1 日から 
2006年3月31日まで 

前年比 

   ％   ％ ％

売 上 高  4,746,868 100.0 4,472,579  100.0 106 

売 上 原 価  3,786,723 79.8 3,603,401  80.6 105 

売 上 総 利 益  960,145 20.2 869,178  19.4 110 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  818,156 17.2 745,960  16.6  

営 業 利 益  141,989 3.0 123,218  2.8 115 

営 業 外 収 益  94,038 2.0 156,227  3.4  

（ 受 取 利 息 ） （ 7,447 ） （ 1,226 ）   

（ 受 取 配 当 金 ） （ 52,677 ） （ 127,066 ）   

（ そ の 他 ） （ 33,914 ） （ 27,935 ）   

営 業 外 費 用  94,425 2.0 63,020  1.4  

（ 支 払 利 息 ） （ 5,650 ） （ 6,029 ）   

（ そ の 他 ） （ 88,775 ） （ 56,991 ）   

経 常 利 益  141,602 3.0 216,425  4.8 65 

特 別 利 益  50,373 106,944    

（ 投資有価証券売却益） （ 2,225 ）  （ 67,114 ）   

（ 子 会 社 株 式 売 却 益 ） （ ― ）  （ 21,047 ）   

（関係会社株式売却益） （ 29,246 ）  （ ― ）   

（ 固 定 資 産 売 却 益 ） （ 18,902 ）  （ 14,604 ）   

（ 営 業 譲 渡 益 ） （ ― ）  （ 4,179 ）   

特 別 損 失  16,115 326,036    

（事業構造改革特別損失） （ 8,719 ）  （ 113,194 ）   

（ 子 会 社 株 式 評 価 損 ） （ ― ）  （ 184,532 ）   

（ 特 別 市 場 対 策 費 ） （ ― ）  （ 24,905 ）   

（ そ の 他 ） （ 7,396 ）  （ 3,405 ）   

税引前当期純利益(△は損失)  175,860 3.7 △  2,667  △ 0.1 ― 

法人税、住民税及び事業税  16,180 9,283    

法 人 税 等 調 整 額  60,877  △ 32,395    

当 期 純 利 益  98,803  2.1 20,445   0.5 483 

前 期 繰 越 利 益    ―    43,786    

中 間 配 当 額  ―  22,168    

当 期 未 処 分 利 益  ―  42,063    

   （注）2006年度の特別損失のその他は、投資有価証券の評価損や役員退職慰労金制度の廃止に伴う費用等 

であります。 
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貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

 資 産 の 部   負債・純資産(資本)の部  

科 目 
2006 年度末 

(2007.3.31現在) 
2005 年度末 

(2006.3.31現在) 
増 減 科 目 

2006 年度末 

(2007.3.31現在) 
2005 年度末

(2006.3.31現在)
増 減 

流 動 資 産  1,853,986 2,136,405 △  282,419 流 動 負 債 1,826,136 1,891,446 △   65,310

現 金 預 金  172,879 865,431 △  692,552 支 払 手 形 1,300 2,213 △      913

受 取 手 形  5,150 5,777 △      627 買 掛 金 486,413 476,364 10,049

売 掛 金  565,190 553,585 11,605 社債(1 年以内に償還) ―  100,000 △  100,000 
有 価 証 券  79,824 82,001 △    2,177 未 払 金 33,529 21,173 12,356

未 収 入 金  112,239 109,368      2,871 未 払 費 用 437,109 390,126 46,983

預 け 金  377,177 3,655 373,522 賞 与 引 当 金 54,573 57,104 △   2,531

短 期 貸 付 金  156,501 112,253 44,248 未 払 法 人 税 等       5,058   1,528 3,530

繰 延 税 金 資 産  156,873 195,700 △   38,827 諸 預 り 金 等 754,466 796,625 △   42,159

製 商 品 ・ 半 製 品  117,333 89,394 27,939 諸 引 当 金 53,688 46,313    7,375

原材料・仕掛品・貯蔵品  76,943 74,981 1,962 固 定 負 債 326,130 361,402 △   35,272

そ の 他  35,053 45,519 △   10,466 社 債 100,000 100,000 ―  
貸 倒 引 当 金  △    1,176 △    1,259         83 退 職 給 付 引 当 金 31,759 77,259 △   45,500

固 定 資 産  2,962,693 2,854,856 107,837 長 期 預 り 金 194,371 184,143 10,228

有 形 固 定 資 産  (    338,555) (    356,616) (△ 18,061)負 債 合 計 2,152,266 2,252,848 △  100,582

建 物 ・ 構 築 物  132,717 151,918 △   19,201 資 本 金 ―  258,740 △  258,740

機 械 装 置  89,793 96,461 △   6,668 資 本 剰 余 金 ―  569,927 △  569,927

車 両 ・ 工 具 器 具  15,874 14,747 1,127 資 本 準 備 金 (     ― )(    568,212) (△  568,212)

土 地  91,949 84,273 7,676 その他資本剰余金 (     ― )(      1,715) (△    1,715)

建 設 仮 勘 定  8,222 9,217 △     995 自己株式処分差益 ―  1,715 △   1,715

無 形 固 定 資 産  (     49,851) (     30,609) (     19,242)利 益 剰 余 金 ―  2,102,869 △2,102,869

投資その他の資産  (  2,574,287) (  2,467,631) (    106,656) 利 益 準 備 金 ―  52,749 △   52,749

投 資 有 価 証 券  661,994 696,843 △   34,849 圧 縮 記 帳 積 立 金 ―  8,377 △   8,377

子会社株式・出資金  ―  1,600,970 △1,600,970 配 当 準 備 積 立 金 ―  81,000 △   81,000

関係会社株式・出資金  1,742,908 ―  1,742,908 別 途 積 立 金 ―  1,918,680 △1,918,680

投 資 損 失 引 当 金  △  101,822 △  108,134 6,312 当 期 未 処 分 利 益 ―   42,063 △   42,063

繰 延 税 金 資 産  40,057 88,432 △   48,375 その他有価証券評価差額金 ―  150,475 △  150,475

そ の 他  231,150 189,520 41,630 自 己 株 式 ―  △  343,598 343,598

    資 本 合 計 ―  2,738,413 △2,738,413

    負 債 ・ 資 本 合 計 ―  4,991,261 △4,991,261

    株 主 資 本   2,478,620 ―   2,478,620

     資 本 金 258,740 ―  258,740

     資 本 剰 余 金 570,023 ―  570,023

      資 本 準 備 金 568,212 ―  568,212

      その他資本剰余金 1,811 ―  1,811

     利 益 剰 余 金 2,146,425 ―  2,146,425

      利 益 準 備 金 (     52,749) (      ― ) (     52,749)

      その他利益剰余金 (  2,093,676) (      ― ) (  2,093,676)

      圧縮記帳積立金 17,894 ―  17,894

      配当準備積立金 81,000 ―  81,000

      別 途 積 立 金 1,918,680 ―  1,918,680

      繰越利益剰余金 76,102 ―  76,102

     自 己 株 式 △  496,568 ―  △  496,568
    評価・換算差額等     185,793 ―     185,793

      その他有価証券評価差額金 170,507 ―  170,507

      繰延ヘッジ損益 15,286 ―  15,286

    純 資 産 合 計 2,664,413 ―  2,664,413

資 産 合 計 4,816,679 4,991,261 △ 174,582 負 債・純資産合計 4,816,679 ―  4,816,679
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 2006 年度（2006 年 4 月 1日～2007 年 3 月 31 日） 

                                                       （単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資 本 

準備金 

その他

資 本 
剰余金

資 本

剰余金

合 計

利 益

準備金
圧縮記帳

積立金

配当準備 

積立金 

別 途 

積立金 

繰越利益

剰余金

利 益

剰余金

合 計

2006 年 3 月 31 日残高 258,740 568,212 1,715 569,927 52,749 8,377 81,000 1,918,680 42,063 2,102,869

事業年度中の変動額      

圧縮記帳積立金の積立   9,517   △  9,517 ―

役員賞与     △    258 △    258

剰余金の配当     △ 54,989 △ 54,989

当期純利益     98,803 98,803

自己株式の取得     

自己株式の処分   96 96   

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
    

事業年度中の変動額合計 ― ― 96 96 ― 9,517 ― ― 34,039 43,556

2007 年 3 月 31 日残高 258,740 568,212 1,811 570,023 52,749 17,894 81,000 1,918,680 76,102 2,146,425

 

 

株主資本 評価・換算差額等  

自己株式 
株主資本 

合  計 

その他

有価証券

評価差額金

繰 延

ヘッジ

損 益

評価・換算

差額等

合 計

純資産

合 計

2006 年 3 月 31 日残高 △343,598 2,587,938 150,475 ― 150,475 2,738,413

事業年度中の変動額    

圧縮記帳積立金の積立  ― ―

役員賞与  △    258 △    258

剰余金の配当  △ 54,989 △ 54,989

当期純利益  98,803 98,803

自己株式の取得 △153,179 △153,179 △153,179

自己株式の処分 209 305 305

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
  20,032 15,286 35,318 35,318

事業年度中の変動額合計 △152,970 △109,318 20,032 15,286 35,318 △ 74,000

2007 年 3 月 31 日残高 △496,568 2,478,620 170,507 15,286 185,793 2,664,413
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（重要な会計方針） 
 
１．棚卸資産の評価の方法           
    製品・半製品・仕掛品 … 総平均法による低価法 
    商品・原材料・貯蔵品 … 最終仕入原価法による低価法 
 
２．有価証券の評価の方法 
    子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
    時価のあるもの     … 期末日の市場価格等に基づく時価法 
                  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
                   売却原価は移動平均法により算定） 
    時価のないもの     … 移動平均法による原価法 
 
３．デリバティブの評価の方法  … 時価法 
 
４．減価償却の方法 
  有形固定資産の減価償却方法 … 定率法 
  無形固定資産の減価償却方法 … 定額法  
 
５．投資損失引当金の計上の方法 
  国内・海外の関係会社等に対する投資に係る損失に備えるため、財政状態等を勘案して、会社所定の

基準により損失見込額を計上しております。 
 
６．退職給付引当金の計上の方法 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。なお、会計基準変更時の差異(42,077 百万円、会計基準変更時点の代行部分を除
く差異の金額は 17,115 百万円)については、15 年による均等額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による均等額を翌期から費用処理して
おります。 

 
７．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
８．ヘッジ会計の方法 
  ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。 
 
９．消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。 
 
10．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17 年 12 月 9 日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第８号）を適用してお
ります。従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 2,649,127 百万円であります。 
なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正
後の財務諸表等規則により作成しております。 

 
（重要な後発事象） 
 

当社は、パナソニック四国エレクトロニクス㈱との間で締結した吸収分割契約書に基づき、平成 19 年 4
月 1 日付で、当社のヘルスケア社が営む事業を分割してパナソニック四国エレクトロニクス㈱に承継い
たしました。 
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平成 19 年 4 月 27 日 

上 場 会 社 名 松下電器産業株式会社             上場取引所 東証・大証・名証第一部 
コ ー ド 番 号 6752                      ＵＲＬ   http://panasonic.co.jp/ 

代  表  者 （役職名） 取締役社長    （氏名）大坪 文雄 

問合せ先責任者 （役職名） 財務･IR ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ  （氏名）河井 英明     TEL  (06)6908-1121 

定時株主総会開催予定日  平成 19 年 6 月 27 日          配当支払開始予定日  平成 19 年 6月 1日 
有価証券報告書提出予定日  平成 19 年 6 月 28 日 

米国会計基準採用の有無  有 

（百万円未満四捨五入） 

１． 平成 19 年 3 月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績           （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 税引前利益 当期純利益 

 百万円     ％ 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 3 月期 9,108,170 （ 2.4） 459,541   (10.9) 439,144  (18.3)   217,185  ( 40.7)

18 年 3 月期 8,894,329 （ 2.1） 414,273   (34.3) 371,312  (50.4)   154,410  (164.0)

 

 1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
税引前利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円    銭 ％ ％ ％ 

19 年 3 月期 99 50 99 50 5.6 5.5 5.0 

18 年 3 月期 69 48 69 48 4.2 4.6 4.7 

(参考) 持分法による投資利益  19 年 3 月期 1,035 百万円    18 年 3月期  △50,800 百万円 
 

(2)連結財政状態 

（注）株主資本の金額は、米国会計基準に従い表示しています。 

 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キ ャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キ ャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

      百万円  百万円      百万円         百万円

19 年 3 月期     532,557 △ 567,808 △ 427,703   1,236,639 

18 年 3 月期     575,418 407,091 △ 524,568   1,667,396 
 

２． 配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日）
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 

四半期末
期末 年間 

配当金総額 

（年間） 

配当性向

（連結）

株主資本

配当率 

（連結）

 円    銭 円    銭 円    銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 － － 10 00 － － 10 00 20 00 44,263     28.8      1.2 

19 年 3 月期 － － 15 00 － － 15 00 30 00 65,088   30.2      1.7 

20 年 3 月期 

（予想） 
－ － 17 50 － － 17 50 35 00 

 
30.0  

 

（注）株主資本配当率の計算は、米国会計基準の株主資本の金額を用いて計算しています。 

 

３．平成 20 年 3 月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 税引前利益 当期純利益 

１株当たり
当期純利益 

  百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円   銭 

中 間 期 4,450,000 ( 1.4) 190,000 (△8.4) 185,000 (△20.4)  90,000 (△21.8) 41 93 

通 期 9,250,000 ( 1.6) 500,000 (  8.8) 460,000 (  4.7) 250,000 (  15.1)    116 48 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭  

19 年 3 月期 7,896,958 3,916,741 49.6  1,824 89 

18 年 3 月期 7,964,640 3,787,621 47.6  1,714 22 
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４． その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 

除外：1社  [社名：MT 映像ディスプレイ アメリカ（ニューヨーク）㈱] 

 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更        有 

② ①以外の変更               無 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3月期 2,453,053,497 株 18 年 3 月期 2,453,053,497 株 

② 期末自己株式数            19 年 3月期    306,769,039 株 18 年 3 月期    243,521,506 株 

③ 期中平均株式数           19 年 3月期  2,182,791,138 株 18 年 3 月期 2,222,376,333 株 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、連結財務諸表注記 2 の「１株当たり情

報」をご覧ください。 
 

（参考）個別業績の概要 
 

1．平成 19 年 3 月期の個別業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

(1)個別経営成績                               （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

          百万円    ％ 百万円   ％          百万円     ％          百万円     ％

19 年 3 月期 4,746,868 （ 6.1） 141,989  (15.2) 141,602 (△34.6) 98,803 ( 383.3)

18 年 3 月期 4,472,579 （ 7.9） 123,218  (39.4) 216,425  (  86.1) 20,445 (△72.2)
 

 1 株当たり 

当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株当たり当期純利益 

 円    銭 円    銭 

19 年 3 月期 45 26 45 26 
18 年 3 月期   9 08      9 08 

   
(2)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円    百万円 ％        円  銭    

19 年 3 月期 4,816,679 2,664,413 55.3   1,241 41 

18 年 3 月期 4,991,261 2,738,413 54.9   1,239 25 

（参考） 自己資本 19 年 3 月期  2,664,413 百万円  18 年 3 月期  －百万円 
 
 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 

業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 
業績予想の前提となる仮定および業績見通しのご利用にあたっての注意事項等については、「経営成績及

び財政状態」に記載された＜将来見通しに関するリスク情報＞をご覧ください。 
 

 



 

経  営  方  針 
 

(1)会社経営の基本方針 

当社は創業以来、「事業活動を通じて、世界中の人々の暮らしの向上と、社会の発展に貢献す

る」という経営理念をすべての活動の指針として、事業を進めてまいりました。今後さらに世

界の優良企業への成長をめざして、株主や投資家、お客様、取引先、従業員をはじめとするす

べての関係者の皆様にご満足いただけるよう、持続的な企業価値の向上に努めてまいります。 
 

(2)会社の経営戦略と対処すべき課題 

２００７年度は、原油・原材料価格の高騰リスクが続くなか、米国を中心とした世界経済の先

行きには不透明感があります。エレクトロニクス業界は、先進国市場で大きな伸びが期待でき

ないなか、ＢＲＩＣｓをはじめとする新興国市場、いわゆる「エマージングマーケット」の急

拡大が続く見通しです。 

当社は、近年、抜本的な経営改革に取り組んでまいりましたが、２００７年度からは本格的な

成長戦略を推進する段階へと移行してまいります。「ユビキタスネットワーク社会の実現」と「地

球環境との共存」に貢献するという２つの事業ビジョンに沿って、たゆまぬイノベーションで成

長を持続し、世界規模で健全な事業活動を展開することにより、世界中のすべてのステークホル

ダーに支持される企業になることを目標としてまいります。 

その目標実現に向け、２００９年度までの中期経営計画「ＧＰ３計画」を策定いたしました。

「ＧＰ３計画」では、「収益を伴った着実な成長」を基本的な考え方とし、成長性については売

上高１０兆円、資本収益性についてはＲＯＥ１０％と、２つの指標で目標を設定し、具体的な

取り組みを推進してまいります。 
中期成長戦略の重点テーマは、「海外二桁増販」、「４つの戦略事業」、「継続的な選択と集中」

の３点です。「海外二桁増販」では、地域特性に応じたマーケティングの強化などにより、海外

で市販商品の二桁増販をめざします。「４つの戦略事業」では、デジタルＡＶ、カーエレクトロ

ニクス、生活快適実現、半導体・デバイスの４つを戦略事業とし、それぞれ着実な成長をめざし

ながら、相互に連携することにより相乗効果を拡大してまいります。「継続的な選択と集中」で

は、事業特性やその成長性に応じて選択と集中を行い、経営資源を集中することにより「勝てる

事業」を育ててまいります。特に、成長事業や重点テーマの研究開発には、積極的な戦略投資を

継続してまいります。 

また、「モノづくり立社」の実現に向けた全社革新活動に取り組みます。「モノづくり立社」と

は、社内のあらゆる活動をすべて商品へと結実させ、お客様価値の創造に貢献するという考え方

です。商品を基軸に全体最適の取り組みを追求し、モノづくりプロセスをさらに活性化、効率化

するため、全社で経営の質的な変革を進めてまいります。 

２００７年度は、「ＧＰ３計画」の初年度であり、成長を加速させるための取り組みを強化し

てまいります。成長戦略の核となる「Ｖ商品」は、合計７３品目で約２兆円の売上をめざします。

海外事業は、欧米に加え新興国市場での販売拡大をめざし、新たに「ロシア本部」「インド総括

部」「ブラジル総括部」を設置するとともに、経営資源を投入して富裕層に最先端商品を訴求す

る戦略を徹底して展開してまいります。また、「モノづくりイノベーション本部」を設置し、社

内の最も進んだ取り組みを横展開して高位平準化を追求するとともに、事業領域や地域を超えた



 

連携を推進し、設計や品質、調達、物流、海外販売などの面でコスト力を含む競争力強化を図っ

てまいります。 

株主重視経営の観点から、株主還元についても引き続き積極的に取り組み、成長戦略の成果を

配当と自己株式取得によって総合的に還元してまいります。また、「モノづくり立社」の基礎で

ある「安全・品質はすべてに優先する」という考え方を設計段階から徹底することはもちろん、

経年劣化や使用環境の分析などの取り組みも継続して強化し、万全を期してまいります。 

 

 



  

 

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２００７年３月期（２００６年度）の概況 

 

(a) 経営成績 
[連結業績] 

当年度のエレクトロニクス業界では、原油・原材料価格の高騰や、グローバル競争の激

化に伴うデジタル商品を中心とした価格下落が止まらず、国内外ともに厳しい状況が続き

ました。このような経営環境のもと、当社は、中期経営計画「躍進２１計画」の最終年度

として、成長戦略の推進と経営体質の強化に取り組み、当初の目標を達成いたしました。 

具体的には、成長戦略の核として、経営に大きく貢献する「Ｖ商品」を強化し、占有率

の向上を図りました。また、経営体質を強化するべく、材料コストの合理化に加え、経営

のあらゆる面で経費削減の取り組みを推進しました。 

このような取り組みを進めるなか、当年度の連結業績は、国内外において「Ｖ商品」を

中心に、デジタル商品が順調に売上を伸ばしたことにより、連結売上高は９兆１,０８２

億円（前年比２％増）となりました。 

商品部門別に見ますと、ＡＶＣネットワーク分野の売上高は、３兆７,４９４億円（前

年比２％増）となりました。このうち、映像・音響機器部門は、薄型テレビやデジタルカ

メラなどのデジタルＡＶ商品が大きく売上を伸ばしたことにより、前年比６％増となりま

した。情報・通信機器部門は、カーエレクトロニクス機器などが好調でしたが、携帯電話

が国内外で減収となったことにより、全体で前年比２％減となりました。 

アプライアンス分野の売上高は、エアコンやコンプレッサーなどが売上を伸ばし、１兆

２,２７４億円（前年比４％増）となりました。 

デバイス分野の売上高は、一般電子部品などが好調で、１兆１,２６９億円（前年比４％

増）となりました。 

電工・パナホームの売上高は、１兆６,９８１億円（前年比８％増）となりました。松

下電工は、電材、電子材料などが好調で増収となり、パナホームも、戸建住宅を中心に売

上を伸ばしました。 

日本ビクターの売上高は、ＡＶ機器などが不振で、６,３８６億円（前年比９％減）と

なりました。 

 その他分野の売上高は、前年並みの６,６７８億円となりました。 

利益につきましては、原材料価格の高騰やグローバルな価格競争激化の影響を受けまし

たが、材料費や固定費の削減を中心としたコスト合理化を積極的に推進したことに加え、

円安効果もあり、営業利益は４,５９５億円（前年比１１％増）となりました。また、営

業外損益において、早期退職一時金１４２億円などの構造改革費用や減損損失等を計上し

ましたが、ケーブル放送事業等の株式売却益や固定資産売却益などもあり、税引前利益は

４,３９１億円（前年比１８％増）となりました。当期純利益は２,１７２億円（前年比

４１％増）となりました。 

 



  

 

[単独業績] 

 当年度の単独業績につきましては、売上高は、４兆７,４６９億円（前年比６％増）と

なりました。 

 利益につきましては、価格低下の影響を受けましたが、売上増に加え経営全般にわたる

コスト合理化を積極的に推進したことにより、営業利益は１,４２０億円（前年比１５％

増）となりました。一方、営業外収益として関係会社からの受取配当金が減少したことも

あり、経常利益は１,４１６億円（前年比３５％減）となりました。また、特別利益とし

て、ケーブル放送事業の関係会社株式売却益２６７億円などを計上したことにより、当期

純利益は９８８億円（前年比３８３％増）となりました。 

 

(b)財政状態（連結） 

当年度の営業活動により増加したキャッシュ・フローは５,３２６億円となりました。

これは主に、当期純利益や減価償却費等によるものです。投資活動に使用したキャッシ

ュ・フローは５,６７８億円となりました。これは主として、ＰＤＰ（プラズマディスプ

レイパネル）や半導体などの重点分野を中心に実施した有形固定資産の購入に伴う支出

４,１１３億円及び定期預金の増加２,２３８億円によるものです。また、財務活動に使

用したキャッシュ・フローは４,２７７億円となりました。これは主として、自己株式の

取得および長期債務の返済によるものです。これらの結果、当年度末の現金及び現金同

等物の残高は１兆２,３６６億円となり、前年度末に比べ４,３０８億円減少しました。 

また、総資産は当年度末で７兆８,９７０億円となり、前年度末に比べ６７７億円減少

しました。株主資本は当年度末で３兆９,１６７億円となり、前年度末に比べ１,２９１

億円増加しました。これは、自己株式取得による減少はありましたが、その他の剰余金

の増加に加え、その他の包括利益累積額が増加したことなどによるものです。 

 

（２）２００８年３月期（２００７年度）の見通し 

 

  ２００７年度の当社を取り巻く経営環境は、米国経済を中心とした世界経済の先行き不

透明感に加え、さらなる価格下落や原油・原材料価格の高騰など、予断を許さない状況が

続くものと思われます。このような厳しい状況のなかで、当社は、中期経営計画「ＧＰ３

計画」の初年度として、「収益を伴った着実な成長」を基本的な考え方とし、成長を加速

させるための取り組みを強化してまいります。 

 現時点における業績見通しは、下記のとおりです。 

 

・連結業績見通し(年間) 

          売    上    高  ９兆２,５００億円（前年比  １０２％） 

          営 業 利 益    ５,０００億円（前年比 １０９％） 

          税 引 前 利 益    ４,６００億円（前年比  １０５％） 

          当 期 純 利 益       ２,５００億円（前年比 １１５％） 

 

（注） 営業外損益（４００億円の損失）の見通しには、事業構造改革費用４５０億円等を含んでおります。 

 



  

 

（３）会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社は、創業以来一貫して、株主に対する利益還元を最も重要な政策のひとつと考えて

経営にあたってまいりました。２００４年度から中期成長戦略の実行と併せ、業績に応じ

て、「配当」と「自己株式取得」による積極的かつ総合的な株主還元を実施しております。 

配当については、株主からの投下資本に対するリターンとの見地から、連結業績に応じ

た利益配分を基本とします。２００７年度から始まる中期経営計画「ＧＰ３計画」におけ

る成長戦略の成果として、連結当期純利益をベースに、安定的かつ継続的な配当成長をめ

ざしています。配当性向については、連結当期純利益に対して、３０～４０％を目安とし

ています。 

自己株式の取得については、戦略投資や財務状況を総合的に勘案しつつ、「ＧＰ３計

画」において創出したキャッシュフローにより、１株当たりの株主価値と資本収益性の向

上を目的とした機動的な自己株式取得を実施いたします。 

上記の株主還元方針に基づき、２００６年度は、中間配当として１株当たり１５円を実

施しており、期末配当１５円と合計で１株当たり３０円の年間配当を実施する予定です。

２００７年度につきましては、１株当たり３５円の年間配当を実施する予定です。 

２００７年度の自己株式取得の詳細につきましては、本日付のリリース「自己株式の取

得に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

＜将来見通しに関するリスク情報＞ 
 

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

  その要因のうち、主なものは以下の通りですが、これらに限られるものではありません。 

  かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されています

のでご参照ください。 
 

・ 主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動 

・ 産業界・消費者の需要動向 

・ ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動 

・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 

・ 松下グループが他企業と提携・協調する事業の動向 

・ 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持する松下グループの能力 

・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・ 諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない） 

・ 保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰

延税金資産の評価の変動、その他会計上の方針の変更 

・ 地震等自然災害の発生、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある要素 

 

以 上 



2007年4月27日
松下電器産業株式会社

１．部門別売上高

＜2006年度 実績＞ （単位：億円）

合     計
前年比

現地通貨
ベース
前年比

国     内
前年比

海     外
前年比

現地通貨
ベース
前年比

16,703 106% 102% 4,659 98% 109% 104%

20,791 98% 96% 10,332 98% 99% 94%

37,494 102% 99% 14,991 98% 104% 99%

12,274 104% 101% 6,860 101% 108% 102%

11,269 104% 101% 3,946 97% 108% 103%

16,981 108% 107% 14,343 106% 120% 113%

6,386 91% 87% 1,807 89% 93% 86%

6,678 100% 99% 4,218 96% 108% 104%

91,082 102% 100% 46,165 100% 105% 99%

＜2007年度 見通し＞ （単位：億円）

合     計
前年比

現地通貨
ベース
前年比

国     内
前年比

海     外
前年比

現地通貨
ベース
前年比

17,400 104% 109% 4,700 101% 105% 113%

21,200 102% 106% 10,400 101% 103% 111%

38,600 103% 107% 15,100 101% 104% 112%

12,400 101% 102% 6,850 100% 103% 104%

11,300 100% 102% 3,950 100% 100% 104%

17,000 100% 101% 14,400 100% 99% 104%

13,200 101% 103% 6,000 100% 102% 106%

92,500 102% 104% 46,300 100% 103% 109%

（単位：億円）

前年比
現地通貨
ベース
前年比

前年比
現地通貨
ベース
前年比

13,811 100% 96% 14,200 103% 109%

12,180 109% 101% 12,700 104% 110%

10,681 97% 92% 10,800 101% 107%

8,245 122% 117% 8,500 103% 106%

44,917 105% 99% 46,200 103% 109%

7,200

（注2）日本ビクター㈱は現時点において2007年度の売上高見通しを公表しておりませんので、「日本ビクター」の個別開示はせず、「その他」と
         合算して表示しております。これは、部門別売上高の区分変更ではありません。なお、「日本ビクター」の2007年度の売上高見通しは、
　　　  当社が現時点で把握する情報に基づくものであり、今後公表される日本ビクター㈱の売上高やその予想値を保証するものではありません。
　　　  以下の「セグメント情報」及び「設備投資額」における「日本ビクター」に関する見通しも同様です。

合 計

2007年度(見通し)2006年度（実績）
（海外地域別）

46,200

デ バ イ ス

ア プ ラ イ ア ン ス

映 像 ・ 音 響 機 器

（注1）2007年4月にヘルスケア事業をパナソニック四国エレクトロニクス㈱へ統合をすることに伴い、2007年度見通しの「AVCネットワーク」と
　　　  「アプライアンス」の前年比は、前年実績を組み替えしたものと対比して表示しております。

ア プ ラ イ ア ン ス

デ バ イ ス

日 本 ビ ク タ ー

そ の 他

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

日本ビクター・その他

5,550

7,350

AVC ネ ッ ト ワ ー ク

44,917

2,600

12,700

10,800

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

23,500

7,323

4,579

2,460

（商品部門別）

映 像 ・ 音 響 機 器

情 報 ・ 通 信 機 器

2,638

12,044

10,459

22,503

5,414

ア ジ ア

中 国

合 計

（商品部門別）

合 計

情 報 ・ 通 信 機 器

AVC ネ ッ ト ワ ー ク

米 州

欧 州

2006年度　連結 決算補足資料
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２．セグメント情報

＜2006年度 実績＞ （単位：億円）

売 上 高 利益率

AVC ネ ッ ト ワ ー ク 40,472 102% 5.4%

ア プ ラ イ ア ン ス 13,034 105% 6.4%

デ バ イ ス 13,777 101% 7.2%

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム 18,587 106% 4.2%

日 本 ビ ク タ ー 6,466 92% -0.9%

そ の 他 14,840 113% 4.1%

計 107,176 103% 5.0%

消去又は全社 -16,094      - -

連 結 決 算 91,082 102% 5.0%
（注）当社連結決算は米国会計基準に基づいており、電工・パナホーム、日本ビクターについても同基準で算出しております。

＜2007年度 見通し＞ （単位：億円）

売 上 高 利益率 

AVC ネ ッ ト ワ ー ク 41,800 103% 6.0%

ア プ ラ イ ア ン ス 12,600 101% 6.8%

デ バ イ ス 13,900 101% 7.6%

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム 18,600 100% 4.5%

日本ビクター・その他 21,500 101% 2.9%

計 108,400 101% 5.4%

消去又は全社 -15,900 -

連 結 決 算 92,500 102% 5.4%
（注1）当社連結決算は米国会計基準に基づいており、電工・パナホーム、日本ビクターについても同基準で算出しております。

３．設備投資額・減価償却費・研究開発費

設備投資額　〈実績〉　※※ （単位：億円） 〈見通し〉 （単位：億円）

前年差

AVC ネ ッ ト ワ ー ク 1,507 +301 +523 

ア プ ラ イ ア ン ス 479 +57 +81 

※ デ バ イ ス 1,349 +183 ※ +1 

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム 393 +29 +57 

日 本 ビ ク タ ー 126 -12 -145 

そ の 他 329 +167 +517 

計 4,183 +725 ※（　内、半導体　） （-71）

※（　内、半導体　） （691） （-39）

※※発生ベースでの設備投資額

計

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

2,030

560

AVC ネ ッ ト ワ ー ク

4,700

1,350

450

ア プ ラ イ ア ン ス

     -

109%

2007年度（見通し）

前年差

（注2）2007年4月にヘルスケア事業をパナソニック四国エレクトロニクス㈱へ統合をすることに伴い、2007年度見通しの「AVCネットワーク」
　　　　と「アプライアンス」の前年比は、前年実績を組み替えしたものと対比して表示しております。

     - -880

5,000

2006年度（実績）

（注3）日本ビクター㈱は現時点において2007年度の売上高・営業利益見通しを公表しておりませんので、「日本ビクター」の個別開示はせず、
　　　  当社が現時点で把握する情報に基づく数値を「その他」と合算して表示しております。これは、セグメント区分の変更ではありません。

840 106%

-57

605

5,367

114%

103%

105%

     -

97%

860

1,050

前年比

前年比

835

999

4,595

-772

2,500

789 109%

営 業 利 益

2,196

前年比

115%

108%

123%

5,880 110%

前年比営 業 利 益

（620）

（注）日本ビクター㈱は現時点において2007年度の設備投資額見通し
       を公表しておりませんので、「日本ビクター」の個別開示はせず、
       当社が現時点で把握する情報に基づく数値を「その他」と合算
        して表示しております。これは、区分変更ではありません。

112%

     -

111%

日本ビクター・その他

デ バ イ ス

630 115%

310
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減価償却費 (有形固定資産) （単位：億円）

研究開発費 （単位：億円）

４．知的財産権　特許権数
（単位：件）

（注）松下電器産業㈱並びに主要子会社（松下電工㈱、パナホーム㈱、日本ビクター㈱を除く）の所有件数

５．為替平均レート

＜輸出予約レート＞

米 ド ル

ユ ー ロ

＜連結換算レート＞

米 ド ル

ユ ー ロ

＜外貨建取引額＞※

米 ド ル

ユ ー ロ 13億ユーロ 16億ユーロ

※輸出入をネットしたベース

６．従業員数

（単位：人）

連

結

110円109円 115円

2007年度(見通し)　

138円

143円

2007年度(見通し)　

2007年度(見通し)　

110円

143円

+19 

44,137

2006年 3月末

合　　　計

国　　　内

海　　　外 52,835

96,972

2007年 3月末

前年差

2006年度（実績）

2005年度（実績） 

48,444

（計）

189,531

334,402

2007年 3月末

145,418

328,645

183,227海     外

国     内

145円

2006年度（実績） 

144,871

135円

2006年度（実績） 

117円

150円

2006年 3月末

113円

37億ドル 34億ドル

2005年度（実績） 

2005年度（実績） 

2006年度（実績） 

94,484

2006年度（実績） 2007年度（見通し）

前年差前年差

46,040

前年差

2007年度（見通し）

3,100

5,800

    15億ユーロ

2,802

+133 

+50 

5,781

35億ドル

+298 
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７．その他

発行済株式数 （ａ）

自己株式数 （ｂ）

発行済株式数 (自己株式を除く） （ａ－ｂ）

基本的１株当たり当期純利益　※

希薄化後１株当たり当期純利益　※

１株当たり当期株主資本　※※

※ 2007年度見通しについては、株式総数は変化しない前提で算出。

※※株主資本は、米国会計基準に基づいて算出。

８． 2007年度年間 業績見通し

前年比 前年比

売 上 高 91,082 92,500 102%

営 業 利 益 4,595 5,000
（ 売 上 高 比 ） (5.0%) (5.4%)
税 引 前 利 益 4,391 4,600
（ 売 上 高 比 ） (4.8%) (5.0%)
当 期 純 利 益 2,172 2,500
（ 売 上 高 比 ） (2.4%) (2.7%)

（注）営業外損益（400億円の損失）の見通しには、事業構造改革費用450億円等を含んでおります。

将来見通しに関するリスク情報

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。

その要因のうち、主なものは以下の通りですが、これらに限られるものではありません。

かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されて

いますのでご参照ください。

・主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動

・産業界・消費者の需要動向

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動

・急激な技術変化等による社会インフラの変動

・松下グループが他企業と提携・協調する事業の動向

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持する松下グループの能力

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

・諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない）

・保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および

　繰延税金資産の評価の変動、その他会計上の方針の変更

・地震等自然災害の発生、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある要素

2007年3月末

102%

2006年度（実績）

（単位：株）

（単位：億円）

1,824 円 89 銭　　　

2007年度(見通し)

116 円　48 銭　　　

116 円　48 銭　　　

2006年3月末

2,453,053,497      

141%

109%

105%

115%

111%

118%

2,453,053,497      

306,769,039      

2,146,284,458      2,209,531,991      

243,521,506      

2007年度（見通し）

-

2006年度（実績）

99 円 50 銭　　　

99 円 50 銭　　　
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＜別紙１＞

主要商品実績

商品別に第三者への外販を集計したものであり、組織をベースとした

事業の種類別セグメントの売上とは一致しません。

（単位：億円）

売上高 前年比

ビ デ オ 1,225 74%  

デ ジ タ ル カ メ ラ 2,007 155%  

テ レ ビ 9,225 110%  

内 プ ラ ズ マ テ レ ビ 5,478 130%  

内 液 晶 テ レ ビ 2,203 125%  

Ｄ Ｖ Ｄ レ コ ー ダ ー 1,135 104%  

音 響 機 器 1,505 78%  

情 報 機 器 14,151 107%  

通 信 機 器 6,640 84%  

内 移 動 体 通 信 2,972 72%  

エ ア コ ン 2,499 109%  

冷 蔵 庫 1,010 101%  

一 般 電 子 部 品 4,150 112%  

半 導 体 ※ 4,382 96%  

電 池 3,025 103%  

その他 Ｆ Ａ 機 器 1,895 101%  

※  半導体の数字は、生産ベースで記載

　なお、2007年度半導体年間生産高は、4,750億円（前年比108％）の見通しです。

デバイス

商品名商品部門別

2006年度（実績）

アプライアンス

AVCネットワーク



＜別紙２＞

事業ドメイン会社の状況

（事業ドメイン会社連結ベース）

＜売上高・営業利益（生産事業ベース）＞

2006年度　実績 （単位：億円）

営 業 利 益

前年比 前年比 利益率

パナソニックＡＶＣネットワークス社 18,287  120% 909  158% 5.0%

パナソニック　コミュニケーションズ㈱ 4,588  96% 187  92% 4.1%

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱ 3,916  75% 23  - 0.6%

パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱ 4,875  107% 373  139% 7.7%

2007年度　見通し （単位：億円）

営 業 利 益

前年比 前年比 利益率

パナソニックＡＶＣネットワークス社 19,400  106% 1,160  128% 6.0%

パナソニック　コミュニケーションズ㈱ 5,210  114% 216  116% 4.2%

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱ 4,495  115% 25  109% 0.6%

パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱ 5,087  104% 391  105% 7.7%

(注)2007年度からは、パナソニック四国エレクトロニクス㈱のＰＣ用光ディスクドライブ事業をパナソニック　コミュニケーションズ㈱に移管。

＜設備投資額＞※
（単位：億円）

前年差 前年差

パナソニックＡＶＣネットワークス社 1,110  +273 1,510  +400 

パナソニック　コミュニケーションズ㈱ 114  +12 150  +36 

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱ 53  -15 53  0 

パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱ 403  +139 410  +7 

※発生ベースでの設備投資額

＜従業員数＞
（単位：人）

パナソニックＡＶＣネットワークス社 31,700

パナソニック　コミュニケーションズ㈱ 19,339

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱ 4,566

パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱ 33,395

2007年3月末

売　上　高

売　上　高

2006年度（実績） 2007年度（見通し）



（参考）2005～2006年度　四半期別　事業ドメイン会社の状況
（事業ドメイン会社連結ベース）

＜売上高・営業利益（生産事業ベース）＞

①パナソニックＡＶＣネットワークス社　（ＰＡＶＣ社）
②パナソニック　コミュニケーションズ㈱　（ＰＣＣ）
③パナソニック　モバイルコミュニケーションズ㈱　（ＰＭＣ）
④パナソニック　エレクトロニックデバイス㈱　（ＰＥＤ）

＜2006年度＞
売上高 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＰＡＶＣ社 4,294 127 % 4,650 120 % 8,944 123 % 5,426 120 % 3,917 115 % 9,343 118 % 18,287 120 %

ＰＣＣ 1,168 100 % 1,191 95 % 2,359 97 % 1,170 95 % 1,059 95 % 2,229 95 % 4,588 96 %

ＰＭＣ 1,050 80 % 746 65 % 1,796 73 % 996 76 % 1,124 78 % 2,120 77 % 3,916 75 %

ＰＥＤ 1,186 107 % 1,220 106 % 2,406 106 % 1,251 106 % 1,218 109 % 2,469 107 % 4,875 107 %

営業利益 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＰＡＶＣ社 124 165 % 296 144 % 420 150 % 358 156 % 131 196 % 489 165 % 909 158 %

ＰＣＣ 49 104 % 65 127 % 114 116 % 41 67 % 32 71 % 73 69 % 187 92 %

ＰＭＣ 10 -3 7 1 15 16 23

ＰＥＤ 74 164 % 108 144 % 182 152 % 104 132 % 87 126 % 191 129 % 373 139 %

（注）2006年度から、ＰＥＤの状況の開示をはじめました。

＜2005年度＞
売上高 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＰＡＶＣ社 3,388 99 % 3,870 113 % 7,258 106 % 4,529 122 % 3,394 125 % 7,923 123 % 15,181 115 %

ＰＣＣ 1,169 98 % 1,258 105 % 2,427 101 % 1,231 106 % 1,112 104 % 2,343 105 % 4,770 103 %

ＰＭＣ 1,316 95 % 1,148 75 % 2,464 85 % 1,317 106 % 1,436 99 % 2,753 102 % 5,217 93 %

営業利益 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＰＡＶＣ社 75 144 % 205 143 % 280 144 % 229 218 % 67 6700 % 296 279 % 576 191 %

ＰＣＣ 47 142 % 51 102 % 98 118 % 61 122 % 45 87 % 106 104 % 204 110 %

ＰＭＣ -34 -19 -53 -23 -8 -31 -84

- - - -

下　　期

前年比 前年比 前年比

下　　期

前年比 前年比 前年比

下　　期

前年比 前年比 前年比

- - - -

- - -

- - -

下　　期

前年比 前年比 前年比



＜別紙３＞（参考）2005～2006年度のセグメント情報

＜2006年度＞
売上高 （単位：億円）

通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 9,450 103 % 9,637 100 % 19,087 101 % 11,451 102 % 9,934 101 % 21,385 102 % 40,472 102 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 3,261 101 % 3,110 111 % 6,371 106 % 3,375 102 % 3,288 107 % 6,663 105 % 13,034 105 %

デバイス 3,354 100 % 3,499 101 % 6,853 101 % 3,609 101 % 3,315 100 % 6,924 101 % 13,777 101 %

電工・パナホーム 4,087 106 % 4,825 107 % 8,912 106 % 4,670 107 % 5,005 105 % 9,675 106 % 18,587 106 %

日本ビクター 1,545 102 % 1,727 93 % 3,272 97 % 1,778 83 % 1,416 93 % 3,194 87 % 6,466 92 %

その他 3,594 124 % 3,917 119 % 7,511 121 % 3,509 109 % 3,820 102 % 7,329 105 % 14,840 113 %

計 25,291 106 % 26,715 104 % 52,006 105 % 28,392 102 % 26,778 102 % 55,170 102 % 107,176 103 %

消去または
全社

-3,922 - -4,189 - -8,111 - -4,024 - -3,959 - -7,983 - -16,094 -

合計 21,369 104 % 22,526 102 % 43,895 103 % 24,368 102 % 22,819 102 % 47,187 102 % 91,082 102 %

営業利益 （単位：億円）

通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 350 123 % 665 118 % 1,015 120 % 710 122 % 471 98 % 1,181 111 % 2,196 115 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 204 110 % 199 95 % 403 102 % 189 78 % 243 183 % 432 115 % 835 108 %

デバイス 138 236 % 368 132 % 506 150 % 256 98 % 237 111 % 493 104 % 999 123 %

電工・パナホーム 64 146 % 261 108 % 325 114 % 249 108 % 215 102 % 464 105 % 789 109 %

日本ビクター -29 - 19 - -10 - 5 36 % -52 - -47 - -57 -

その他 137 149 % 182 93 % 319 111 % 121 90 % 165 83 % 286 85 % 605 97 %

計 864 136 % 1,694 115 % 2,558 121 % 1,530 104 % 1,279 106 % 2,809 105 % 5,367 112 %

消去または
全社

-213 - -271 - -484 - -172 - -116 - -288 - -772 -

合計 651 141 % 1,423 114 % 2,074 121 % 1,358 105 % 1,163 102 % 2,521 104 % 4,595 111 %

＜2005年度＞
売上高 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 9,134 101 % 9,684 99 % 18,818 100 % 11,255 108 % 9,788 105 % 21,043 107 % 39,861 103 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 3,232 100 % 2,805 98 % 6,037 99 % 3,295 103 % 3,080 103 % 6,375 103 % 12,412 101 %

デバイス 3,338 83 % 3,470 89 % 6,808 86 % 3,568 100 % 3,307 103 % 6,875 102 % 13,683 93 %

電工・パナホーム 3,848 102 % 4,526 107 % 8,374 105 % 4,351 103 % 4,747 102 % 9,098 103 % 17,472 104 %

日本ビクター 1,515 86 % 1,848 100 % 3,363 93 % 2,141 100 % 1,527 98 % 3,668 99 % 7,031 96 %

その他 2,897 115 % 3,291 115 % 6,188 115 % 3,227 129 % 3,738 158 % 6,965 143 % 13,153 128 %

計 23,964 99 % 25,624 101 % 49,588 100 % 27,837 107 % 26,187 109 % 54,024 108 % 103,612 104 %

消去または
全社

-3,482 - -3,514 - -6,996 - -3,853 - -3,820 - -7,673 - -14,669 -

合計 20,482 97 % 22,110 100 % 42,592 99 % 23,984 104 % 22,367 107 % 46,351 105 % 88,943 102 %

営業利益 （単位：億円）

上　　期 通　　期

第１Ｑ 前年比 第２Ｑ 前年比 上期 前年比 第３Ｑ 第４Ｑ 下期 前年比

ＡＶＣﾈｯﾄﾜｰｸ 284 165 % 564 110 % 848 124 % 581 226 % 480 144 % 1,061 180 % 1,909 150 %

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 186 104 % 209 111 % 395 107 % 244 113 % 133 81 % 377 99 % 772 103 %

デバイス 59 37 % 278 117 % 337 85 % 260 287 % 214 233 % 474 259 % 811 140 %

電工・パナホーム 44 90 % 241 116 % 285 111 % 231 114 % 211 101 % 442 108 % 727 109 %

日本ビクター -29 -11 -40 13 19 % -31 -18 -58

その他 92 115 % 195 241 % 287 178 % 135 152 % 200 150 % 335 151 % 622 162 %

計 636 96 % 1,476 119 % 2,112 111 % 1,464 158 % 1,207 132 % 2,671 145 % 4,783 128 %

消去または
全社

-176 - -225 - -401 - -170 - -69 - -239 - -640 -

合計 460 106 % 1,251 111 % 1,711 109 % 1,294 147 % 1,138 178 % 2,432 160 % 4,143 134 %

（注）松下電工㈱との協業において、電材・設備・白物家電の再編を実施したことに伴い、「アプライアンス」と「電工・パナホーム」の前年比は、

　　　前年度実績を組み替えしたものと対比して表示しております。

- - -

前年比

前年比

-- -

前年比

上　　期

上　　期

下　　期

前年比 前年比 前年比

下　　期

前年比 前年比

下　　期

前年比 前年比

下　　期

前年比 前年比



＜別紙４＞

新商品区分の留意点

【現行商品区分】 【新商品区分】

ＡＶＣ
ネットワーク

ＡＶＣ
ネットワーク

ＡＶＣネットワーク ＡＶＣネットワーク

関連商品 関連商品

ヘルスケア商品

アプライアンス

ヘルスケア商品

アプライアンス

アプライアンス

アプライアンス

関連商品
関連商品

デバイス デバイス

デバイス デバイス

関連商品 関連商品

電工・
パナホーム

電工・
パナホーム

電工・パナホーム 電工・パナホーム

関連商品 関連商品

日本ビクター 日本ビクター

日本ビクター 日本ビクター

関連商品 関連商品

その他 その他

その他 その他

関連商品 関連商品




